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１	 発表の背景と目的 
2009 年度、文部科学省が開始した本邦大学国際化のためのプロジェクト「国際化拠点整
備事業（通称グローバル 30 または G30）」は、2014 年 3 月をもってその５年間の事業期間
を終了した。実施半ばに「大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業」へとその事
業名称及び目的の一部が変更されるなど、政権交代という時代の大きな変化に翻弄された
印象がなくもないものの、2015 年 3 月、日本学術振興会によって公表された事後評価によ
れば、同事業に採択された 13 の大学はいずれも概ねその当初目的を果たしたとされている。	 	
そこで本発表では、G30 の当初目的のうち外国人留学生の受け入れ促進という部分に的
を絞り、上記の事後評価をより客観的に検証する。	
	
２	 公式評価の批判的解読	
	 G30 の実質的な運営母体である日本学術振興会及び G30 事業プログラム委員会が公表し
た各採択大学の評価結果は以下の通りである。まず、優秀な外国人教員の招聘などにより
採択大学の国際化が図られたとして合格点を与え、主要な活動である英語学位コースの設
置について、事業全体の当初目標 157 コースに対してそれを上回る 179 ものコースが設置
されたという。この部分はひとまず良しとしよう。	
次に、これらの英語コースには調査時点で計 3,639 人（日本人 1,604 人を除く）の外国
人留学生が在籍しており、彼らを含む外国人留学生の受け入れについて、「本事業の採択
13 大学については、この５年間で約２万３千人から約３万３千人へと約１万人増加してい
る」とし、G30 事業の成功をアピールしている。	
問題があるのはこの二番目の点で、まずは因果関係の妥当性について疑義なしとしない。
通常、ある政策やプロジェクトがもたらした結果について、その要因が当該政策やプロジ
ェクトの実施にあると断言するには、それらが実施された後の数値と、それが実施されて
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いない（と仮定した）場合の数値とを比較するのが学術上の鉄則である。G30 実施の５年
間に１万人増えていると言っても、仮に G30 という事業が実施されなくても同じように留
学生が増えたかもしれない。実際、筆者の試算では否定的な結果が得られている。	
問題のもう一つは、用いられている数値の客観性や検証性である。外国人留学生数につ
いて、日本学術振興会の評価で使われている「１万人」増加という数値は、マスメディア
や専門の研究者によって一般的に用いられ、誰にでも入手可能な日本学生支援機構の公表
数値ではない。試みに同機構の発表している数値を用いて、筆者が採択 13 大学について同
じ時期の増加数を計算してみたところ、１万人（おそらく一般には入手困難な、各大学年
間通算の数値報告合計であろう）には遠く届かない。	
加えて、外国人留学生受け入れ数について、仮にその１万人という全体数値を信じると
しても、日本学術振興会による G30 のウエブサイトでは個別の採択大学に関する具体的な
数値データは一切公表されていない。そのため、同じ評価では「定員を大きく超える志願
者を集める英語コースがある一方で、志願者数及び入学者数が十分ではない英語コースも
一部見受けられる」と述べ、個別の大学によっては問題があることを示唆しているにも関
わらず、それを第三者が客観的に検証することは困難である。	
	
３	 G30 終了後の変化と今後の課題	
	 G30 終了後、最も深刻だと思われるのは、英語学位コースに入学する学生数の減少、ひ
いてはその質（学力）の低下である。例えば、東大の英語学位コース（PEAK）では、入学
辞退率が 2012 年に３割弱だったものが、2014 年には７割弱へと倍増している。	
	 この背景には、G30 事業終了による奨学金の減少・廃止があると推測される。日本学術
振興会の学生アンケートによれば、G30 の学生の出身国・地域には、中国、ベトナム、イ
ンドネシア、タイ、バングラデシュなど、発展途上国が多い。したがって、いくら優秀で
も、奨学金がなければ日本への留学は不可能という学生や、同じようなレベルにある他の
大学から奨学金を支給された学生は、東大を選択しないであろう。実際、同じアンケート
調査の「日本を留学先として選んだ理由は何ですか」という質問に対して、回答者全体の
20%が「奨学金を得られたため」と答えていることがそれを裏付けている。	
